
防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付要綱 

 

                       令和５年４月２７日制定 

（趣旨） 

第１条 保育所等における業務のＩＣＴ化等を推進することにより、こどもの

安全・安心対策を図るとともに、保育士の業務負担の軽減を図ることを目的

とする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助対象となる者は、防府市内において保育所、幼保連携型

認定こども園又は地域型保育事業を行う事業所とする。  

 （補助金の額） 

第３条 補助金の額は、別表に掲げる区分に応じ、それぞれ同表に定

める補助対象経費から寄附金の額その他の収入額を控除して得た額

と補助基準額を比較して少ない方の額に、同表に定める補助率を乗

じて得た額とする。ただし、その額に 1,000 円未満の端数があると

きは、これを切り捨てる。  

 （実施方法） 

第４条 実施方法は、保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけ

るＩＣＴ化推進等事業）（令和４年度第２次補正予算分）実施要綱

（令和５年２月 10 日子発 0210 第６号）及び保育環境改善等事業実

施要綱（令和５年２月８日子発 0208 第５号）に掲げるものとする。  

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下、「事業実施者」と

いう。）は、防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付申

請書（第１号様式）に添付書類を添えて、市長が別に定める日まで

に提出しなければならない。  

 （交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、そ

の内容を審査し、適当であると認めたときは防府市こどもの安全・

安心対策支援事業補助金交付決定通知書（第２号様式）によりその



旨を事業実施者に通知するものとする。  

（交付の条件） 

第７条 前条の交付決定には次の条件が付されるものとする。  

(１) 事業実施者は、事業の実施により取得し、又は効用の増加  

した価格が単価 50 万円以上の機械、器具及びその他の財産につ

いては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

（昭和 30 年政令第 255 号。以下、「適化法施行令」という。）

第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期

間を経過するまで、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し又

は廃棄してはならない。  

 (２) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった

場合には、その収入の全部又は一部を市に納入させることがある。  

 (３) 事業実施者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産

については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって

管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。  

 (４) 事業実施者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の

申告により交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第６号様式）

により速やかに市長に報告しなければならない。また、補助金に

係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除

税額を市長に返納しなければならない。  

 (５) 事業実施者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳

簿及びその他の関係書類を整備し、交付決定のあった日の属する

年度の終了後５年間保存しなければならない。ただし、補助事業

により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円以上の機

械、器具及びその他の財産がある場合は、前記の期間を経過後、

当該財産の財産処分が完了する日、又は適化法施行令第 14 条第

１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過す



る日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。  

 （実績報告） 

第８条 第６条の規定により交付決定を受けた事業実施者は、事業完

了後、速やかに防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金実績報告

書（第３号様式）に添付書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の額の確定）  

第９条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容

の審査を行い、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定

し、防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金確定通知書（第

４号様式）によりその旨を事業実施者に通知するものとする。   

 （補助金の請求） 

第 10 条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた事業実施

者は、補助金の交付を受けようとするときは、請求書（第５号様式）

を市長に提出するものとする。  

２ 市長は、前項の規定により適法な請求書を受理したときは、 30日

以内に補助金を当該事業実施者に支払うものとする。  

 （補助金の交付の決定の取消し等） 

第 11 条 市長は、補助金の交付を受けた事業実施者が次のいずれか

に該当するときは、当該補助金の決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。 

(１) この要綱に違反したとき。  

(２) 虚偽の申請その他不正な手段によって補助金の交付を受けた  

とき。 

(３) 国から交付決定の取り消しがなされたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合

において、すでに補助金が交付されているときは、当該事業実施者

に対し、期限を定めてその返還を命ずるものとする。   

 （その他） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に



定める。 

   附 則 

この要綱は、令和５年４月２７日から施行し、令和５年４月 1 日か

ら適用する。  

 



別表（第３条関係） 

区分 補助対象経費 補助基準額 補助率 

保育業務のＩＣＴ化の

ためのシステムの導入

を行う事業 

事業を実施するために必要なシス

テムの導入費用、リース料、工事

費、報償費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料及び賃借料、

備品購入費 

Ａ 保育に関する計画・記録に関する機能 

Ｂ 園児の登園及び降園の管理に関する機能 

Ｃ 保護者との連絡に関する機能 

 

（１）Ｂの機能を導入する場（①及び②を別々に算定） 

①Ｂの機能に関する部分（嵩上げあり） 

端末購入等を行わない場合 １施設当たり 200,000 円 

端末購入等を行う場合   １施設当たり 700,000 円 

②Ｂ以外の機能を併せて導入する場合（嵩上げなし） 

＜端末購入等を行わない場合＞ 

Ａ又はＣの機能を導入する場合 １施設当たり 200,000 円 

Ａ及びＣの機能を導入する場合 １施設当たり 400,000 円 

＜端末購入等を行う場合＞ 

Ａ又はＣの機能を導入する場合 １施設当たり 200,000 円 

Ａ及びＣの機能を導入する場合 １施設当たり 300,000 円 

 

（２）Ｂの機能を導入しない場合（嵩上げなし） 

①Ａ又はＣの機能を導入する場合 １施設当たり 200,000 円 

併せて端末購入等を行う場合  １施設当たり 700,000 円 

②Ａ及びＣの機能を導入する場合 １施設当たり 400,000 円 

併せて端末購入等を行う場合  １施設当たり 900,000 円 

（１）① 

４/５ 

（１）②及び（２） 

３/４ 

ＩＣＴを活用した子ど

もの見守りに必要な機

器の購入を行う事業 

事業を実施するために必要な装置・機

器の購入費（装置・機器の運搬費、装

置・機器の設置・据え付け費、工事費

を含む）、リース料、導入費用 

１施設当たり 200,000円以内 ４/５ 

 



第１号様式（第５条関係） 

  年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  代表者名 

施 設 名 

 

 

年度防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付申請書 

 

防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付要綱第５条の規定に基づ

き、下記により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。  

 

記 

 

１ 交付申請額    金          円 

２ 添付書類 

 (１) 事業実施計画書 

 (２) 導入を行うシステム等の機能及び費用の確認できる書類  



第２号様式（第６条関係） 

指令防子第      号  

  年  月  日  

 

               様 

 

防府市長       

 

 

  年度防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のありました    年度防府市こどもの安

全・安心対策支援事業補助金について、下記のとおり決定しましたので、防府

市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付要綱第６条の規定により通知し

ます。        

 

記 

 

１ 施設の名称 

２ 補助金交付決定額    金          円 

 



第３号様式（第８条関係） 

  年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  代表者名 

                  施 設 名 

 

 

年度防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金実績報告書 

 

防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金交付要綱第８条の規定に基づ

き、事業の実績を報告します。 

 

記 

 

１ 総事業費    金          円 

２ 添付書類        

 (１) 事業報告書 

 (２) 事業に要した経費の領収書 



第４号様式（第９条関係）  

  年  月  日  

 

               様 

 

防府市長       

 

 

  年度防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金確定通知書 

 

  年  月  日付けで報告のありました    年度防府市こどもの安

全・安心対策支援事業補助金について、防府市こどもの安全・安心対策支援事

業補助金交付要綱第９条の規定により、補助額を確定したので、通知します。        

 

記 

 

１ 施設の名称 

２ 補助金交付確定額    金          円 

 



第５号様式（第 10 条関係） 

請 求 書 

 

 

金             円 

 

   内訳   年度防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金として 

 

    上記のとおり請求します。  

 

 

     年  月  日 

 

（宛先） 防府市長   

 

                 所在地 

                 法人名 

                 代表者名 

                 施設名 

 

 振込先 

金融機関名 

      銀  行        本店・支店 

      信用金庫        本店・支店 

      農業協同組合      本店・支所 

口座番号    普通 ・ 当座  NO. 

フリガナ 

口座名義 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第７条関係） 

  年  月  日 

 防 府 市 長 

                               所 在 地 

                                法 人 名 

                   代表者名            

                  施 設 名 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書  

 

     年  月  日付け防子第  号により交付の決定を受けた   

年度防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額について、下記のとおり報告します。  

 

記 

１ 防府市こどもの安全・安心対策支援事業補助金による確定額 

 

金                            円 

 

２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税  

 額 

 

金                            円 

 

３ 添付書類 


